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弁護士が精選！ 重要労働判例 - 第466回　フィリップス・ジ

ャパン（解雇を争う労働者の転職後における解雇前の就労先

への就労意思の有無）事件

読む前にチェック！ 判決から学べるポイント

① 「就労意思の喪失」等を明らかにさせておくために、解雇前に退職勧奨等を行い、労働者の復職意思

の有無を黙示的であっても明確にしておくことが重要

② 一見本筋から外れるように見える主張であっても、有利に働く余地がありそうであればためらわずに

主張しておく

フィリップス・ジャパン（解雇を争う労働者の転職後における解雇前の就労先への就労意思の有無）事

件（東京高裁　令7.5.15判決）

前職に対する地位確認請求訴訟の原告について、転職先の試用期間が経過した時点で、被告会社に対する

就労意思を喪失し、原告と被告会社との間で黙示の退職合意が成立したと判断した事例

掲載誌：労経速2587号3ページ

［一審］東京地裁　令6.9.26判決　労判1337号48ページ、労経速2573号16ページ

※裁判例および掲載誌に関する略称については、こちらをご覧ください

1　事案の概要

　本件訴訟は、Y1社に雇用されたXが、①Y1社から能力不足を理由として令和4年1月15日限りで解雇された

こと（以下、本件解雇）により同日以降にY1社で労務を提供することができなかったと主張し、Y1社との間

の雇用契約に基づく本件解雇の後の令和4年3月から本判決確定の日までの月例賃金や賞与等の支払いを求

め、②本件解雇に伴って行われたY2およびY3による退職勧奨および各言動には違法があると主張し、上記各

Y2、Y3については民法709条の不法行為責任に基づく損害賠償として、上記各Y2、Y3の使用者であるY1社に
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は民法715条の使用者責任に基づく損害賠償として、連帯して慰謝料等の支払いを求めた事案である。

ここでは、①に関連して、裁判所が、いつの時点をもって、XがY1社に対する就労意思を喪失し、XとY1社

との間で黙示の退職合意が成立したと判断したかについて、取り上げる。

　本件訴訟の第一審は、就労意思を喪失した時期を、Xが自認した令和6年1月31日時点と認定したが、本判

決はこれを、それよりもさかのぼって、転職先における試用期間が満了した令和4年8月31日時点と認定し

た。

［1］本件訴訟に至る経緯

Y1社は、平成28年9月20日、Xを、期間を定めずに、パラリーガル（より上位の法務職種としてリーガルカ

ウンセルがある）として採用した。

Xは、令和元年9月10日、司法試験に合格し、同年11月から司法修習のため、同修習修了まで、Y1社を休職

した。Xは、司法修習を経て、令和2年12月、司法修習生考試に合格した。

また、Xは、司法修習中に第1子を懐妊したことから、引き続き産前休暇を取得し、令和3年2月1日に第1子

を出産し、産後休暇および育児休業を取得した後、同年5月1日にY1社に復職し、従前の部署において業務を

再開した。なお、Xは、同復職と同時期に、東京弁護士会に弁護士登録をした。

Xの上司であるY2は、同年6月4日、Xに対し、このままのパフォーマンスではY1社にいるのは厳しいので、

法律事務所に転職する方がXのためであるなどと伝えるとともに、同年7月5日、Xに対し、パフォーマンス・

インプルーブメント・プラン（以下、PIP）を実施する旨を通知した。Xに対するPIPは同年7月ごろから同年

11月ごろまで行われ、XとY2との間では、1カ月ごとに合計4回にわたってPIPのフィードバック面談がウェブ

会議の形式で行われた。その後、Y1社は、同年12月13日、同日付の解雇通知書をもって、Xを令和4年1月15

日限りで本件解雇とする旨の解雇予告を行った上で、同日、Xを本件解雇とした。

Xは、本件解雇に先立つ同年1月12日、裁判所に対し、Xの能力不足を理由とした本件解雇が無効であるこ

となどを主張して、Y1社に対する地位確認請求等を求める本件訴訟を提起した。

［2］本件訴訟提起後の経緯

Xは、令和4年3月1日、Y1社と同様に法務部門所属として、かつ、Y1社よりも高給で転職先会社に入社し、

同年8月31日に試用期間を満了し、一審判決時点でも同社の社員であった。

Y1社は、令和6年2月7日、同日付で本件解雇を撤回し、復職を命じ、同年5月30日、Xに対し、本件解雇か

ら令和4年2月末日分までのXの未払い賃金および遅延損害金を支払い、Xはこれを受領した。なお、Xは、上

記金員の受領に伴い、令和6年7月18日の第3回口頭弁論期日において、Y1社に対する月例賃金請求のうち一

部を取り下げ、Y1社に対する地位確認請求を取り下げた。

2　判断

［1］Y1社の主張（転職先入社時点を重視すべき）について

Y1社は、Xが転職先に就職した令和4年3月1日の時点で、XはY1社に対する就労の意思を喪失し、XとY1社

との間では黙示の退職合意が成立したと主張する。

しかし、上記経緯に鑑みると、Xは、Y1社への復職を求めて本件訴訟の提起に至ったものであることが認



められる。

また、Xは、令和4年3月1日に、賃金や労働時間の点でY1社よりも有利な条件で転職先会社に入社したもの

であるが、一般に、解雇された労働者が、解雇後に生活の維持のため、解雇後直ちに他の就労先で就労する

こと自体は復職の意思と矛盾するとはいえず、不当解雇を主張して解雇の有効性を争っている労働者が解雇

前と同水準以上の労働条件で他の就労先で就労を開始した事実をもって、解雇された就労先における就労の

意思を喪失したと直ちに認めることはできない。

また、Xにおいては保育園の入所資格を確保し自らの職歴を確保するとの観点から直ちに就職活動を行う

必要性に迫られ、その就職活動の結果として、転職先会社への就職を決めたと認めるのが相当である。たと

え賃金額や所定労働時間に関して転職先会社での労働条件がY1社よりも良好なものであるとの評価をし得る

としても、Xにおいて、転職先会社に就職した時点で、Y1社への就労意思が喪失したものとは認め難い。

［2］転職先試用期間満了時点を重視すべきことについて

転職先会社において、就職後6カ月間は試用期間とされており、同期間中にXに社内弁護士としての職務能

力があるとはいえないと評価された場合には解雇される可能性もあったから、同期間が終了するまでは、X

がY1社における就労意思を喪失したということはできない。しかし、転職先会社での6カ月間の試用期間中

に解雇や解雇予告がされなかったということは、同社においてXは社内弁護士としての職務能力があると評

価されたといえるから、その後は職務能力がないことを理由として解雇されるおそれは相当低下したといえ

る。そして、同社におけるXの雇用条件は、Y1社と比較して明らかに好待遇であり、転職先会社では第2子の

出産育児のために、産前産後休業および育児休業も取得できた一方で、Y1社においては、PIPの結果、社内

弁護士としての能力を欠いていると評価され、後に撤回されたとはいえ、解雇までされたことを考慮する

と、転職先会社での試用期間が終了した時点において、Xが転職先会社をあえて退職してまでY1社で就労する

意思があったと認めることはできない。

以上によれば、Xは、転職先会社での試用期間が終了した令和4年8月31日時点において、Y1社への就労意

思を喪失したと認めるのが相当であり、同日時点において、XとY1社との間での黙示の退職合意が成立した

というべきである。

3　実務上のポイント

解雇された労働者の内心として、解雇した会社に復職する意思があるかどうか、ないとしてもいつまであ

ったのか、というテーマは、本来、解雇された労働者にしか分からないことであるが、本判決のように、裁

判所が客観的状況から認定してしまうこともある。それは、解雇が無効と判断された場合に、会社が労働者

に対して支払うべき賃金相当額を定める必要があるためである。解雇された労働者が復職意思を失ったので

あれば、それは解雇を承認したということだから、少なくともその時以降は、解雇は有効になるのではない

かという理屈（いわゆる「解雇の承認」）として争われてきたテーマである。理論的には、無効な解雇が労働

者による事後的な承認により有効な解雇に転化するものとは認められない、との整理が定着しているように

思われる（福地拓己「判例研究　解雇を争う労働者の他社での就労開始について、同社での試用期間が経過

した時点で黙示の退職合意を認めた例：フィリップス・ジャパン事件（東京高裁令和7年5月15日判決）」『経

営法曹』第228号［経営法曹会議］　166ページ、土田道夫『労働契約法　第3版』［有斐閣］890ページ）。し



かしながら、実務上、解雇に先立って退職勧奨が行われることは多く、また、訴訟提起後に、バックペイに

関する予備的主張として合意退職の成立を主張することがあり得ることを考えると、このテーマ（解雇の承

認、というネーミングでなくてもよいと思われるが）の重要性は引き続き存在しているものと思われる。こ

の判決は、解雇の前に退職勧奨を実施することの重要性を示しているといえよう。退職勧奨を実施すること

は、使用者から労働者に対して合意退職を申し込むことを意味するので、労働者がその後、黙示的であって

も、合意退職を承諾した旨の意思表示をすれば、その時点で合意退職が成立することがある、というのが本

判決の一つ目のポイントであり、その時点の認定が一審判決と本判決とで異なったというのが二つ目のポイ

ントである。

　本高裁判決は、試用期間経過後は解雇されるおそれが相当程度低下したと指摘するが、それがXの主観的

認識ではなく、客観的事情として述べる趣旨なのであれば、裁判所においては、今後、試用期間内あるいは

試用期間満了時の解雇の有効性判断基準を、現在よりも下げるべきであるし、実際にそのような傾向となっ

ていくことを期待している。

なお、本判決と同じ年に出された判決（ただしこちらは地裁判決。オフィース・T事件　東京地裁　令

7.11.28判決　労経速2615号31ページ）では、被解雇者が地位確認を求めずに損害賠償等を求めた解雇無効

訴訟において、解雇を無効と判断しつつ、損害賠償については、「一定期間は新たな就労先を得て収入を得る

ことは困難であるから、少なくとも本件解雇から6カ月間の」賃金相当額および弁護士費用を、解雇と相当

因果関係のある損害と認定している。

　本判決は、令和4年8月分までの賃金相当額の支払いを命じているから、本件解雇（同年1月15日付）から7

カ月分の賃金相当額をXの損害と評価したわけである（同年2月分はY1社が自主的に支払い済み）。解雇の承

認の論点を主張しなかったほうが得のように見えるかもしれないが、仮に、Xが令和6年1月31日まではY1社

での就労意思を有していた（それ以降はY1社での就労意思を喪失した）ことを認めていなかったとすれば、

Xの損害額がいつの時点まで認められていたか分からない。

　本判決は、労働事件において「一見本筋から外れるように見える主張であっても、有利に働く余地があり

そうであればためらわずに主張しておく」ということの重要性も示しているといえよう。
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①本文中で引用した裁判例の表記方法は、次のとおり

事件名 係属裁判所 法廷もしくは支部名 判決・決定言渡日 判決・決定の別 掲載誌名および通

巻番号

(例)小倉電話局事件 最高裁 三小 昭43.3.12 判決 民集22巻3号

②裁判所名は、次のとおり略称した

最高裁　→　最高裁判所（後ろに続く「一小」「二小」「三小」および「大」とは、それぞれ第一・第

二・第三の各小法廷、および大法廷における言い渡しであることを示す）

高裁　→　高等裁判所

地裁　→　地方裁判所（支部については、「○○地裁△△支部」のように続けて記載）

③掲載誌の略称は次のとおり

民集：『最高裁判所民事判例集』（最高裁判所）

集民：『最高裁判所裁判集民事』（最高裁判所）

労民集：『労働関係民事裁判例集』（最高裁判所）

労判：『労働判例』（産労総合研究所）

労経速：『労働経済判例速報』（経団連）

判時：『判例時報』（判例時報社）

判タ：『判例タイムズ』（判例タイムズ社）

労旬：『労働法律旬報』（旬報社）
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